
川島町公共施設等総合管理計画【概要】

　町が保有する全ての公共施設等を対象とします。

実延長　157,354ｍ

実延長　73,176ｍ

人口推移 公共施設等の将来負担費用 基本方針

公共施設の改修・更新費用推計

公共施設等の管理に関する考え方

財政状況（歳出の推移（普通会計決算））

インフラ資産の改修・更新費用推計

施設類型別の方向性
建築年別整備状況

数値目標

⇒

⇒

実行体制の整備
・推進体制

・個別施設計画の策定

・財政との連携

・町民との協働

・職員の意識改革

民間活力の
活用

　指定管理者制度（民間事業者への委託による管理）など、民間企業等の持
つ様々な資金やノウハウの活用を検討します。

施設情報の
一元化

　施設の利用度、維持管理費用、老朽化などの施設情報を記載した「施設カ
ルテ」を作成し、情報の一元化、見える化を図り施設の管理を行います。

　引き続き計画的な耐震対策に取り組みます。

維持管理・修
繕・更新等

複合化
統廃合

　利用頻度の低い施設、社会情勢や行政サービス需要の変化による用途廃止
や統廃合、集約化による移転等で発生した空き施設は、他用途への転用、地
域や民間事業者等への貸与、貸付、売却も含め、機能やあり方の検討を行い
ます。

長寿命化
　計画的な予防保全による長寿命化を推進し、施設性能の維持向上を図りな
がら、施設のライフサイクルコストの低減や平準化を図ります。

　　 3.47㎡ 　 　3.69㎡

現在 40年間の目標

　将来人口の見通し、財政負担の縮減や平準化、施設利用の効率化の観点から、施設の複合
化や集約化、長寿命化を進め、公共施設の総延床面積を40年間で30％削減することを目標と
します。

73,116.98㎡ 51,182.00㎡総延床面積

計画期間

　計画期間は、公共
施設等の維持管理・
更新費用を長期的な
視点で見据えるた
め、平成28年度から
平成67年度までの40
年間としています。

　人口の増加に伴い、昭和40年代から平成初期にかけて、主に学校教育施設を整
備してきました。
　すでに建築後30年を経過している施設（昭和60年（1985年）以前に建築した施
設）の延床面積は、29,265.33㎡となり全体の40.0％を占めています。

公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な考え方

耐震化

　定期的な点検・診断を、各施設の管理状況や設備の経過年数等を踏まえ、
劣化状況の把握に努めます。

　早期段階における修繕に努め、施設の維持管理・修繕・更新等トータルコ
ストの縮減や平準化を図ります。

　公共施設の劣化や故障等は早急に対策を行い、安全性・機能性の確保と
サービス提供を安定的にできるように環境を整えます。
　老朽化等により供用廃止され、かつ、今後とも利用見込みが低い施設につ
いては、特例地方債などを活用した解体撤去を基本とします。

安全確保

住民一人あたり床面積

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

行政系施設

下水道

インフラ資産公共施設
保健・福祉施設

子育て支援施設
延長　588,185ｍ
面積　2,536,295㎡

　○40年間の更新費用推計総額　412.3億円（単年度当たり10.3億円）
　○インフラ資産の過去5年間の投資的経費は年平均約6.2億円であり、
　　約1.7倍に増えることとなります。

　持続可能な行政サービスを維持・向上させていくため、基本方針等を踏まえ施設類型ごと
に方向性を示し、検討を進めます。

　計画的な予防保全による長寿命化、公共施設の効率的な利用による管理経費等の縮減、公
共施設総量の抑制（原則新規施設整備の抑制、更新時の減築など）、未利用財産の売却処分
等による歳入確保など、町有財産の総合的な利活用を推進することにより、財政負担の軽減
や平準化を図りながら、町民が必要とする行政サービスの維持・向上を図ることを基本方針
とします。

産業系施設

　施設数：59　総延床面積：73,116.98㎡

　試算条件：今後40年間で保有するインフラ資産を、道路：15年で舗装部分の更新、
　　　　　　橋梁：60年で架替え、上水道管：40年で更新、下水道管：50年で更新
　　　　　　を行うと仮定

　試算条件：今後40年間このまま公共施設を全て保有することを前提に、築後30年に
　　　　　　大規模改修、築後60年に建替えを行うと仮定

　一般財団法人地域総合整備財団による公共施設等更新用試算ソフトを活用し、町
が現在保有する公共施設や上下水道管等を、それぞれ設定した耐用年数の経過後
に、現在と同じ面積、延長等で更新すると仮定して算定しました。

点検・診断

公園
橋梁

　本町の総人口は、平成12年の23,322人をピークに減少に転じており、川島町人
口ビジョンによる推計では、出生率の増、転入増加、転出減少といった条件の改
善を見込んだ上で、平成67年に13,867人になるとされています。

　義務的経費である人件費、公債費が減少傾向にある一方で、扶助費は増加傾向
にあります。特に扶助費は、平成17年度約4.2億円であったものが、平成26年度
には約8.0億円となっています。
　投資的経費は年度により前後しますが、約6.1～14.3億円で推移しています。

公共施設等

上水道

　○40年間の更新費用推計総額は、282.8億円（単年度当たり7.1億円）
　○公共施設の過去5年間の投資的経費は年平均2.9億円であり、約2.4倍に
　　増えることとなります。

供給処理施設

その他

文化・社会教育系施設

学校教育系施設

平成28年8月

計画対象施設

公共施設等を取り巻く現状と課題

　昭和40年代から人口増加や行政需
要の拡大などを背景に多くの公共施
設を建設してきましたが、今後、更
新時期を迎えることから、公共施設
等の老朽化対策が課題となっていま
す。また、人口減少による税収減や
少子高齢化に伴う義務的経費の増大
などにより、公共施設の維持管理に
充てられる財源は限られ、現在の施
設を維持していくことは困難であ
り、抜本的な見直しが必要となりま
す。

 はじめに
　本計画は、総務省からの策定要請の
内容を踏まえ、今後、更新時期を迎え
る公共施設等の老朽化対策として、長
期的な視点をもって、更新、複合化、
転用及び長寿命化などを計画的に行う
ことにより、財政負担を軽減・平準化
するとともに、公共施設を効果的・効
率的に活用し、必要な公共サービスを
持続的に提供し、健全な財政運営を目
指して、公共施設等を総合的かつ計画
的に管理するために策定するもので
す。

 計画策定の目的 計画の位置付け

橋梁数　578橋
面積　13,208㎡
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大規模改修 築31年以上50年未満の大規模改修 建替え 
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道路 橋梁 上水道 下水道 

（億円） 

23,322 

13,867 

（億円） 

推計年平均7.1億円 

推計年平均10.3億円 

５０年以上, 
1.1% 

４０年～５０

年未満, 
9.7% 

３０年～４０

年未満, 
29.2% 

２０年～３０

年未満, 
27.8% 

１０年～２０

年未満, 
22.5% 

１０年未満, 
9.7% 

公共施設の投資的経費 

過去5年間の平均 2.9億円 

インフラ資産の投資的経費 

過去5年間の平均 6.2億円 

【国（各省庁）】
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公共施設等総合管理計画

【地方公共団体】

インフラ長寿命化基本計画（国）
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